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北海道大学
行政改革推進法等に基
づき人件費を削減す
る。

32,303,048 28,094,016 ▲ 4,209,032 ▲ 13.0 ▲ 9.8
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

北海道教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

6,746,968 5,699,109 ▲ 1,047,859 ▲ 15.5 ▲ 12.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

室蘭工業大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,730,303 2,228,584 ▲ 501,719 ▲ 18.4 ▲ 15.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

小樽商科大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

1,756,272 1,468,049 ▲ 288,223 ▲ 16.4 ▲ 13.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

帯広畜産大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,005,388 1,621,222 ▲ 384,166 ▲ 19.2 ▲ 16.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

旭川医科大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

6,151,697 5,341,685 ▲ 810,012 ▲ 13.2 ▲ 10.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

北見工業大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,205,272 1,936,353 ▲ 268,919 ▲ 12.2 ▲ 9.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

弘前大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

12,053,904 10,550,425 ▲ 1,503,479 ▲ 12.5 ▲ 9.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

岩手大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

6,789,148 5,694,183 ▲ 1,094,965 ▲ 16.1 ▲ 12.9
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

東北大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

37,795,850 32,714,653 ▲ 5,081,197 ▲ 13.4 ▲ 10.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

宮城教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,538,388 2,240,992 ▲ 297,396 ▲ 11.7 ▲ 8.5
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

秋田大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

10,462,016 8,912,616 ▲ 1,549,400 ▲ 14.8 ▲ 11.6
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

山形大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

13,376,548 11,909,702 ▲ 1,466,846 ▲ 11.0 ▲ 7.8
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

福島大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

3,930,691 3,304,267 ▲ 626,424 ▲ 15.9 ▲ 12.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

茨城大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

7,807,798 6,764,795 ▲ 1,043,003 ▲ 13.4 ▲ 10.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

筑波大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

31,919,819 28,329,084 ▲ 3,590,735 ▲ 11.2 ▲ 8.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

筑波技術大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

1,552,085 1,373,342 ▲ 178,743 ▲ 11.5 ▲ 8.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

宇都宮大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

5,676,384 5,083,101 ▲ 593,283 ▲ 10.5 ▲ 7.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

群馬大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

12,647,111 10,962,436 ▲ 1,684,675 ▲ 13.3 ▲ 10.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

埼玉大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

7,257,729 6,393,958 ▲ 863,771 ▲ 11.9 ▲ 8.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

千葉大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

20,061,757 18,378,721 ▲ 1,683,036 ▲ 8.4 ▲ 5.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

東京大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

61,213,522 55,190,348 ▲ 6,023,174 ▲ 9.8 ▲ 6.6
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

東京医科歯科大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

12,687,391 11,633,007 ▲ 1,054,384 ▲ 8.3 ▲ 5.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

東京外国語大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

3,328,774 2,752,655 ▲ 576,119 ▲ 17.3 ▲ 14.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

東京学芸大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

8,246,939 7,239,897 ▲ 1,007,042 ▲ 12.2 ▲ 9.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

東京農工大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

6,007,215 5,009,859 ▲ 997,356 ▲ 16.6 ▲ 13.4
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

東京芸術大学
平成23年度までに
概ね6%

2,987,842 2,631,653 ▲ 356,189 ▲ 11.9 ▲ 8.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

東京工業大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

15,880,307 13,991,245 ▲ 1,889,062 ▲ 11.9 ▲ 8.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

東京海洋大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

4,325,482 3,818,616 ▲ 506,866 ▲ 11.7 ▲ 8.5
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

お茶の水女子大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

3,941,320 3,418,944 ▲ 522,376 ▲ 13.3 ▲ 10.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

電気通信大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

4,770,696 3,887,225 ▲ 883,471 ▲ 18.5 ▲ 15.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

一橋大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

5,743,897 4,869,724 ▲ 874,173 ▲ 15.2 ▲ 12.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

横浜国立大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

9,289,177 8,253,354 ▲ 1,035,823 ▲ 11.2 ▲ 8.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

新潟大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

19,117,735 15,889,225 ▲ 3,228,510 ▲ 16.9 ▲ 13.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

長岡技術科学大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

3,054,963 2,680,349 ▲ 374,614 ▲ 12.3 ▲ 9.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

上越教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,703,237 2,259,993 ▲ 443,244 ▲ 16.4 ▲ 13.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

富山大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

14,512,394 12,979,087 ▲ 1,533,307 ▲ 10.6 ▲ 7.4
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

金沢大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

17,061,418 14,927,592 ▲ 2,133,826 ▲ 12.5 ▲ 9.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。
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福井大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

10,353,002 9,024,527 ▲ 1,328,475 ▲ 12.8 ▲ 9.6
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

山梨大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

10,563,006 9,428,197 ▲ 1,134,809 ▲ 10.7 ▲ 7.5
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

信州大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

15,970,437 13,751,558 ▲ 2,218,879 ▲ 13.9 ▲ 10.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

岐阜大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

12,131,300 10,522,652 ▲ 1,608,648 ▲ 13.3 ▲ 10.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

静岡大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

10,368,067 8,895,699 ▲ 1,472,368 ▲ 14.2 ▲ 11.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

浜松医科大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

6,266,341 5,590,909 ▲ 675,432 ▲ 10.8 ▲ 7.6
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

名古屋大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

28,637,324 25,184,925 ▲ 3,452,399 ▲ 12.1 ▲ 8.9
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

愛知教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

5,145,369 4,490,707 ▲ 654,662 ▲ 12.7 ▲ 9.5
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

名古屋工業大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

5,066,295 4,440,909 ▲ 625,386 ▲ 12.3 ▲ 9.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

豊橋技術科学大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,970,583 2,529,625 ▲ 440,958 ▲ 14.8 ▲ 11.6
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

三重大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

12,901,653 11,661,653 ▲ 1,240,000 ▲ 9.6 ▲ 6.4
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

滋賀大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

3,639,243 3,197,872 ▲ 441,371 ▲ 12.1 ▲ 8.9
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

滋賀医科大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

6,346,114 5,641,493 ▲ 704,621 ▲ 11.1 ▲ 7.9
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

京都大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

44,134,027 39,127,241 ▲ 5,006,786 ▲ 11.3 ▲ 8.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

京都教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

3,373,363 2,966,344 ▲ 407,019 ▲ 12.1 ▲ 8.9
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

京都工芸繊維大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

4,481,200 3,751,943 ▲ 729,257 ▲ 16.3 ▲ 13.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

大阪大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

39,634,275 34,763,290 ▲ 4,870,985 ▲ 12.3 ▲ 9.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

大阪教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

6,160,885 5,172,168 ▲ 988,717 ▲ 16.0 ▲ 12.8
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

兵庫教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,825,377 2,384,646 ▲ 440,731 ▲ 15.6 ▲ 12.4
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

神戸大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

23,581,813 20,235,379 ▲ 3,346,434 ▲ 14.2 ▲ 11.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

奈良教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,152,386 1,875,720 ▲ 276,666 ▲ 12.9 ▲ 9.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

奈良女子大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

3,319,797 2,938,770 ▲ 381,027 ▲ 11.5 ▲ 8.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

和歌山大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

4,287,591 3,684,864 ▲ 602,727 ▲ 14.1 ▲ 10.9
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

鳥取大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

12,006,785 10,382,253 ▲ 1,624,532 ▲ 13.5 ▲ 10.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

島根大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

11,898,763 10,423,533 ▲ 1,475,230 ▲ 12.4 ▲ 9.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

岡山大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

21,195,306 18,568,488 ▲ 2,626,818 ▲ 12.4 ▲ 9.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

広島大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

24,993,046 21,921,054 ▲ 3,071,992 ▲ 12.3 ▲ 9.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

山口大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

14,762,928 12,644,626 ▲ 2,118,302 ▲ 14.3 ▲ 11.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

徳島大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

13,798,018 11,943,487 ▲ 1,854,531 ▲ 13.4 ▲ 10.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

鳴門教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,904,684 2,537,180 ▲ 367,504 ▲ 12.7 ▲ 9.5
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

香川大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

12,053,293 10,928,739 ▲ 1,124,554 ▲ 9.3 ▲ 6.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

愛媛大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

14,350,545 12,996,115 ▲ 1,354,430 ▲ 9.4 ▲ 6.2
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

高知大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

11,036,948 9,786,149 ▲ 1,250,799 ▲ 11.3 ▲ 8.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

福岡教育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

3,564,799 3,164,009 ▲ 400,790 ▲ 11.2 ▲ 8.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

九州大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

35,984,036 31,369,692 ▲ 4,614,344 ▲ 12.8 ▲ 9.6
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

九州工業大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

5,271,641 4,413,518 ▲ 858,123 ▲ 16.3 ▲ 13.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

佐賀大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

11,840,825 10,703,031 ▲ 1,137,794 ▲ 9.6 ▲ 6.4
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

長崎大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

16,951,426 14,823,274 ▲ 2,128,152 ▲ 12.6 ▲ 9.4
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

熊本大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

15,893,367 14,589,634 ▲ 1,303,733 ▲ 8.2 ▲ 5.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。
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大分大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

10,672,385 9,507,777 ▲ 1,164,608 ▲ 10.9 ▲ 7.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

宮崎大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

10,586,173 9,342,334 ▲ 1,243,839 ▲ 11.7 ▲ 8.5
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

鹿児島大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

17,107,927 15,201,424 ▲ 1,906,503 ▲ 11.1 ▲ 7.9
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

鹿屋体育大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

1,131,653 901,897 ▲ 229,756 ▲ 20.3 ▲ 17.1
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

琉球大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

13,496,968 12,026,396 ▲ 1,470,572 ▲ 10.9 ▲ 7.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

政策研究大学院大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

1,134,863 932,629 ▲ 202,234 ▲ 17.8 ▲ 14.6
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

総合研究大学院大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

478,749 413,271 ▲ 65,478 ▲ 13.7 ▲ 10.5
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

北陸先端科学技術大学院大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

2,983,413 1,963,841 ▲ 1,019,572 ▲ 34.2 ▲ 31.0
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

奈良先端科学技術大学院大学
平成18年度からの5
年間で5%以上

3,024,683 2,556,650 ▲ 468,033 ▲ 15.5 ▲ 12.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

◎人間文化研究機構
平成18年度からの5
年間で5%以上

4,247,916 3,574,529 ▲ 673,387 ▲ 15.9 ▲ 12.7
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

◎自然科学研究機構
平成18年度からの5
年間で5%以上

7,211,308 6,096,930 ▲ 1,114,378 ▲ 15.5 ▲ 12.3
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

◎高エネルギー加速器研究機構
平成18年度からの5
年間で5%以上

5,733,434 5,238,907 ▲ 494,527 ▲ 8.6 ▲ 5.4
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

◎情報・システム研究機構
平成18年度からの5
年間で5%以上

4,044,860 3,491,756 ▲ 553,104 ▲ 13.7 ▲ 10.5
5年間で5％以上削減を達成しており、問題
ないと考える。

全国立大学法人等 997,310,675 874,138,280 ▲ 123,172,395 ▲ 12.4 ▲ 10.7 -

（注１）本表は、原則、各法人が公表した内容（平成23年7月1日現在）を取りまとめたものである。

（注２）◎は大学共同利用機関法人を示す。

（注３）各法人は、中期目標・中期計画に定められた人件費の削減を図ることとなるが、本表(a)欄に示した金額は、その取組の結果を測定し、目的達成の進ちょく
　　　 状況、達成度合いを判断する際の基準となるものであり、法人移行時の人件費予算相当額を基礎に算出した「17年度人件費予算相当額」額である。
（注４）比率（補正値）（％）とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）により、削減対象の人件費から控除することとされている人事院勧告を踏ま
　　　 えた給与改定分を除いて算出した削減率である。なお、人事院勧告を踏まえた給与改定分は、行政職（一）職員の年間平均給与の増減率を使用し、平成18
        年度は0％、平成19年度は＋0.7％、平成20年度は０％、平成21年度は▲2.4％、平成22年度は▲1.5％となっている。
（注５）「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成18年法律第47号）第53条において各法人は18年度以降の5年間で5％以上
       の人件費の削減に取り組むこととされている。
（注６）削減の対象となる人件費の範囲は、常勤の役員及び職員に支給される報酬、給与、賞与、その他の手当の合計額である。
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